
安心と希望の介護ビジョン  のつながりを持って生きていける社会を割らなければならない。住み慣れた地域の中  

でどのように暮らし、生きていくか、ますは、払たち一人一人が考え、選択していく  

必要がある。そして、私たち一人ひとりが、人とのつながりを持って生きていける社  

会を創ることによって、世代、心身の状態を超えて一人ひとりが必要とされ、生きが  

いを持って生きていくことができると共に、介護が必要な高齢者やその家族が社会の  

中で孤立することを防ぐことを目指さなければならない。   

ただし、一人ひとりの多様な選択肢へのニーズに対して、面々人の力（自助）だけ  

でも、全国一律の政府施策や介護保険だけでも十分に対応することはできない。地域  

コミュニティにおいて一人一人が支え合い、役割を持って生幸ていくための「共助」  

の仕経みを整備する必要がある。   

そのために、各地域において、その地域の「人財」と潜在的な意欲を発掘し、「でき  

ること」と「必要とされること」を結び付け、高齢者が主体的・積極的に活動するた  

めの「鳩」づくりの担い手役となりたいという意欲ある地域の高齢者や住民（「コミュニテ  

ィーワーク・コーデイネづ－（高齢者粗成育動推進者）」（仮称）に対して、先進的事例や様々な  

ノウハウを修得できる機会を提供（今後to年間、年間300人ずつ輩出）し、地域の創  

意工夫を活かした「堵」づくりを応援していく。   

平成20年†1月20日   

超高齢社会を迎え、我が国の将来への不安が広がっている。   

今後10年以内に、いわゆる「団塊の世代」である昭和20年代前半生まれが65  

歳以上の高齢者になりさり、高齢者数が急増する。これによって、介護・医療・年金  

にかかる社会保障費が増大することへの不安。全人口が減少し、高齢者が人口の4分  

の1を占めることによる路斉停滞への不安。人生85年時代に、老後の長い時間を幸  

せに暮らせるのだろうかという不安。高齢者を支える介護・医療を担う人材が十分に  

確保できるのか、また、その仕事にやりがいを感じて働ける人が増えるのかという▼不  

安。   

一方で、同時に、これま七豊かな超高齢社会に向けて実現してきたことも考えあわ  

せる必要がある。介護保険が始まって以来、「介苦勤ま家族がするもの」という考え方か  

ら、「介護を社会として支える」基盤が作られ、措置としての福祉から選択できる介護  

サービスヘと変化してきている。その中で、様々な担い手が介矧こ参画できるように  

なり、介護職は職業として確立してきた。介護が必要な状態になっても、介護の現場  

では尊厳をもって自立した生活を送れるような】取り組みが始まっており、地域ではお  

互いを支え合おうという地1或活動も始まっている。   

募る将来の不安を東リ越え、「安心」と「希望」を抱いて生活できる超高齢社会を築  

いていくためには、これまで築いてきた基盤を充真させ、新しい選択肢を積み重ねて  

いく必要がある。  

私たちは、「安心」と「希望」の実現に向け、3つの実現すべきこと杢ビジョンとし  

て掲げる。   

まず、高齢者の増加を、即ちマイナスと捉える基本的な発想を改める必要がある。   

これまで高齢であること、要介護者であることは、社会的弱者であり、保護される  

ぺき存在と考えられてきた。社会に価値を生み出す「生産年齢人口」は15～64歳  

と定義され、60代、70代は経済社会の負担と考える風潮があった。しかし、今日  

では、60代から新しい仕事を始める人、70代でも地域活動などに勤しむ人、要介  

護者になっても何か人の役に立ちたいと考える人たちがたくさんいる。   

私たちは、たとえ高齢、要介盲割こなっても、最期まで生き方に選択肢を持ち、人と  
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二つ目に、たとえ介勤（必要となっても、住み慣れた自宅や地域で住み続けるため  

に、高齢者の生活を支える介護の質を一層高めていく必要がある。   

要介護者の自宅での生活を支えるために、24時間・365日安心して在宅生活を  

送れるような基盤整備を推進していかなければならない。併せて、要介護であっても  

残存する自らの能力を大切にし、その裏釘寺・向上を図ることによって、できるだけ自  

立した生活を目指すために、リハビリテーションを積極的に推進する必要がある。さ  

らに、利用者が生；舌を支える介護と医療の経ぎ目を感じることなく利用でき、医療と  

介護の間に挟まり、どちらからも救済されないということのないよう、両者の連携が  

十分に確保されている環境を整備していく必要がある。また、要介護高齢者の増加は、  

慢性期医療ニーズの増加も意味しており、そのニーズに適切に対応できるような基盤  

確保・ネットワーク整備を進めていく必要がある。   

そのために、地域の特性、住民ニーズとサービス整備の状況に応じて、利用者の選  

択肢を増やし、財政的にも合理性の高い24時間・365日のサービス提供拠点や安  

心の砦となる施設の計画的・戦略的な整備や、要介護高齢者のニーズに対応した慢性  

期医療基盤の確保、救急医療に係るネットワークの整備を進める。同時に、自宅での  

生活に必要な心と身体の機能の回復、悪化の予防を目指す「在宅生i舌支援リハビリテ  
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ーション拠点の整備」、必要な知識・技術に関する研修を受けた介護従事者が、医師や  

看護師との連携の下に、医療的なケアのニーズが高まっている施設において、経菅栄  

菓や喀疾唄引を安全性が確保される範辟内で行うことができる仕組みの整備、地域包  

括支援センターを舞台に介護従事者と医療従事者がチームとして要介護者を支援する  
「チーム・ケアの推進」などに取り組み、介護の実の向上を目指していく。矧こ、㌍  

知症については、介吾妻と医療の連携を進め、節知症の進行と症状、合併症に対する知  

識を関係者、住民が幅広く共有し、連携して対応できる基盤を整備していく。   

また、これらのサービスの裏打ちとなる介護保険のあり方について、医療保険との  

より緊密な連携・整合性の確保を図るぺく、包括的に諌論を行っていく。   

にわたって質の高い介護サービスを実演していくには、介護従事者の数を確保すると  

共に、介護従事者が質の高い仕事をできるよう社会全体でサポートしていく必要があ  

る。特に、介護保険は主に保険料と公費で成り立っており、そこから収入を得る介護  

事業者は、介護従事者の労働条件の整備、専門性とやりがいの向上といった環境づく  

りに公的な責任があることを強く自覚していかなければならない。介護事業者には、  

介護従書者の処遇改善に取り組むことによって、優秀な人材の確保や離職率の低下を  

実現し、高齢者や豪族が安心して生活できる地域を実現していくことに貢献しなけれ  

ばならない。   

そこで、介護従事者の雇用環境を改善していくために、「各事業所における介護従事  

者の処遇に関する情報の積極的な公表」を推進する。同時に、「介護従事者の専門性向  

上などの継続教育の充実」「介護従事者の処遇改善に資する介護報酬の設定」「新規人  
材の育成」などの環境整備に取り組んでいく。  

超高齢社会における「安心」とは、たとえ高齢、要介護となっても多様な生き方や  

必要なサービスを選択できることであり、超高齢社会における「希望」とは、年齢や  

心身の状態、所得の多寡や豪族の有無に関わらす、一人ひとりが大切にされ、必要と  

され、自らの持つ知烹と力を活かせることだと考える。   

その実硯のために、これまで構築してきた制度、培ってきた人材や地域社会、積み  

重ねてきた経験を活かし、これからの社会を支える担い手として、自ら人生を開こう  

とする人たち、地域の共助に参画する人たち、介護を担う人たちが考量され、その持  

てる能力を発注できる環境を作らなければならない。そのために、政府、企業、地域、  

国民が知恵と力を結集することが、今、求められている。  

政府においては、本ビジョンで示した施策を実現するために、計画的に取り組んで  

いくことを要請する。   

介護保険は、高齢者が要介護状態になっても、尊厳を保持し、能力に応じ自立した  

日常生活を営むことができるようにするという、高齢者本人圭支援するための制度で  

あるが、そのような高齢者を身近なところで支えている衆族に対しても、目を向ける  

必要がある。   

そのために、適切な休息（レスバイト）や、介護サービスの充実などを通じて、要  

介護高齢者の介護を行う家族の介護疲労や介護負担ができるだけ軽減されるようにす  

るとともに、要介護高齢者の介護を行う豪族に対して、適切な介護情報や、介護知識t  

技術を習得できるような機会を提供していく。同時に、働きながら要介護高齢者の介  

護をしている豪族が、仕事と介護を両立し、無理なく働き続けることができるよう、  

現行の介護休業制度（長期の休業）に加えて、一日単位で取得できる介護のための短  

期の休暇制度を設けることを検討するなど、要介護高齢者の豪族も支え、家族自身の  

生活を大切にしていけるようにするための仕組みを整備していく。  

三つ目に、介護従事者が働きやすく、介護の仕事に誇りとやりがいを持って生き生  

舌と取り組み続けていくことができるための環境整備に取り組む必要がある。   

現在、ホームヘル′ト（訪問介護員）の研修修了者は326万人（2006年度時  

点）に上っているが、2007年度の介護関係隙径の離職率21．6％は、全産業の  

平均15．4％（2007年度）を上回っている。また、介護福祉士資格保有者（4  

7万人（之005年））の4割（20万人）が介護等の業務に従事していない潜在的介  

護福祉士となっている。この軍国として、介護従事者の雇用環境が悪く、り一ク・ラ  

イフ・バランスが難しく、負担の大きい勤務となっていること、介護分野でのキャリ  

アアップが見えづらいことなどが要因として考えられる。   

2P25年までに、介護人材が現在の約2侶必要となるという予測もある中、将来  
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「安心」と「希望」のある超高齢社会を実現するた桝こ、  

2025年を見据えて取り組む施策  

7  握 、 ）と の プくJに岨   

（1）コミュ＝テイ・ワーク・コーディネーターく仮確）の平出  

卿鳩止   

（1）在宅生活を支捜するサービスの墓地償－〟膨β占汐鰍  

○地域の特性、地域の介護事業者敷、拠点・施設の状況、自治体の緊急通報サービ   

スなどの独自施策を考慮した、在宅サービス拠点や安心の砦となる満設の計画   

的・効率的・戦地的軸  

○なじみのある関係にある事業者からのサービス提供等により、高齢者が住み慣れ   

た地域で糾時間・訪58安心して生活できるよう、訪憫介琶・訪問者穫のネッ  

トワーク整備に向けた事業者数の確保と、適切な運営方法の整備  

○要介護高齢者のニーズに対応した慢性期医療基盤の確保、救急医療に係るネット   

ワークの整備  

○要介護高齢者の豪族を支えるため、適切な休息（レスバイト）や、介護サービス   

の充実、適切な介護情報、介護知識・技術を習得で巷るような機会の提供、介護  

○意欲のある地域の高齢者や住民が、車体的・積極的に活動するための嶋を自ら立   

ち上げ、推進できる環境を作るため、地域の高齢者や住居の抱える課題（求めて   

いること）と、自らの持てる力をj青かしたい高齢者（要介護者を含℃）の「でき   

ること」を結び付け、高齢者が主体的・積極的に参画するコミュニティ・ビジネ   

スや互助事業などを育成する「キーパーソン」になりたい、という意欲のある地   

域の高齢者や住民（「コミユ＝テいワイ・コづ－ィキ■－（高齢者地上茹吉勧推進者）」（仮称））   

を地域から募集する。   

そして、地域独自の「鳩」づくりに躯的に取り組んでいる先進的事例や、こ   

のような取組を成功に結びつけるための榔々なノウハウ（暗黙知）を「コミユ＝テい   

トク・コーデイネづ－」が修得できる機会を厚生男側大臣が提供する。  

Orコミュニティ・ウイ・ナテー一手－ト」は、年間3〔旧人（10年間で3．∝旧人）輩出すること   

とし、それぞれの地域において、地域の創意工夫を活かした「場」づくりに積極   

的に取り組む。  

のための短期の休暇制度の検討  

（2）在宅生活支撫リハビリテーションの軟化一■点らの畠て苓側皮相穴L  

○訪問リハビリステーションの創設、庶存施設における在宅生活を常に念ヨ割こ置い   

たリハビリテーションの推進など、在宅生5舌麦捷リハビリテーション拠点の整備   

と質の向上に向けた取締の推進  
O「維持すれは十分」などといった関係者の意識改革を促すため、いわゆる「維持   

期」リハビリテーションの呼称の見直し  （2）地域包括支援センターのコ主ユ＝ティ支援機龍の強化  

○地域包括支援センターにおいて、高齢者の生活を給全的に支える中核的役割萱担   

うために、介護、医療の従事者に加え、地域活動者、地域ボランティアを含めた   

「コミュニティ会漁」を開催する。  

○要介護高齢者や認知症高齢者等の在宅生舌を支援す声「地域の守立て役」として   
地域包括支操センターが円滑に機能している好事例を収集し、紹介する。  

○地域包括支援センターについて、地域の高齢者やその家族が生活を送る上で、何   

か困ったことがあった場合の最初の「給含相談窓口」としての位置付けを明確に   
し、その機能強化を図る。   

（3）医療と介漕の連携強化 「靴力晰善感〝きごとの塵いよク仁一  

師瑚  
○介護従事者が質の高い総合的なケアを提供できるようにするため、将来的には、   

医師や署憧師との連携の下に、介護の現場で必要な医療行為を行うことができる   

ようにすることを含め、資格・研修のあり方の検討  

○当面、利用者の重度化が進み、夜間も含めた医療的なケアのニーズが高まってい   

る施故において、必要な知識・技術に関する研修を受けた介意従事者が、医師や   

看護師との連携の下に、経菅栄養や嗜癖吸引を安全性が確保される範囲内で行う  
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ことができる仕組みの整備  
○医療関係者と介護関係者が同じチームの一旦として個々の高齢者に最適なケア   
を提供するチーム・ケアの一層の推進、地域における最適な医療・介護の提供シ   

ステムを陽治するため、関係格闘や団体等が一堂に会した「地域ケア推進会韻」   

（仮称〉■の立ち上げ  

○安心・尊厳のある最期を迎えることができるよう、関係職種間の連携による緩和   

ケアの積極的な推進  
○医療関係者・介韓関係者の養成課程等における介護・医療相聞の協働や連携を学   
習する実習の実施、ケアマネジャー等に対する医療研修の実施  

¶制車両ての連  

○退院後の在宅生活への移行に係る医療と介護の連扶を強化するための病院とケ   
アマネジャー・地域包括支援センターとの間の引経ぎ連絡体制の確立   
例）入院中に胃劾（連投されたとしても、地域包括支援センターの遠路調整の  

下、医療関係者と介壊朋係者が十分な連携を図ることにより、経菅栄蓑を  

行いつつ、経口栄養への復帰を目指すケア  

○医療保険による翠鵬酬と介珪保険による介護給付の連動性・整合性の確保に向   
けた取組の推進  

体等との協力・連携の下で、その活用を一層促進  

（5）地域の特性に応じた高齢者住宅等の整備舶ん虎∬汝宙貯プく〝－  

○地域ことの高掛ヒの度合いや地域佳長のニースなど、地域特性に応じた高齢者の   

住まいや柊のすみかとしての施設の整備   
※ 公的辛貸住宅のケア付き住宅化（生活支援サービスや介饉サービスの付い  

た住宅）や、庶存住宅のバリアフリー化の推進、社会インフラの整備、「早め  

の住み替え」を促す高齢者住宅やケア付き住宅の整備などを地域特性に応じ  
て計画的に整備。その際、福祉政策と住宅政策との緊密な連携、ケアの質の  

確保という視点が必要   
乾 さらに、「既に高齢化がある程度進んでいる地方部」と「今後高齢化が急速  

に進む都市部」という視点だけではなく、都市部の中でも、「医療機関や商標  

施設等の社会的インフラか充実している街中J、「社会的インフラがある葦呈度  

整っている大規模団地」、「街中から一歩離れた新興住宅街」という視点を加  

えることが必要  
○高齢者のみの「集住」とならす、地域に常に開かれた犠として、多世代交流機能   

を持つ小規模の住宅や施設の整備  

（4〉匪鮒症対策の充実「酬．新入れrIIく点々仁一  

○認知症の進行と症状、合併症に対して、医療と介動く連携して対応で毒るように   

するための地域のかかりつけ医、介護従事者等に対する認知痘研億の実施、地域   

での給合的なケアの提供を進めるための地域レベルでの検討会の位置、認知症底   

療と介護の楕潰し役としての地域包括支援センタ丁の機能強化  

○認知症高齢層の症状、本人の特性、終末期などライフステージに対応した認知症   

ケアの標準化、介憶現趨への普及に向けた取組の推進  

○認知症高齢者の持てる能力を積極的に評価した、社会との接点づくりの拡大  

○認知痘苗齢者の実態把握、及びその実態把握の結果も踏まえた、小規模多機能型   

居宅介護など、琶知症ケアに対応した介護サービスの基盤凝欄  

○硬劇症高齢者を地域で支えていくため、住民による「認知痘サポーター」の普及  

○判斬能力が低下した高齢者を虐待や消費者被害などから守り、必要な支援を得る   

ことができるようにする制度である成年後見制度について、弁護士や司法書士、   

社会福祉士などの専門職や、高齢者の権利擁沫のための相談支援を行っている団  

－8－   
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β．ガ踊豹ごとファの如と鳶勤露好  

（1）各事業所におけろ介凛従事者の処遇に園する問の公表  

○観職者講師の介護分野での現場復帰のための再研修の実施、訪問着護ステーショ   

ン設立支援などの取組  

○フリーター等の介護未経験者を積極的に雇用する事業者への支援など、介護未経験   

者への就業支援  

○高校生向けの説明会、高校生一大学生の介護現場でのインターンシップの拡大な   

ど、介護等門職志望者の拡大のための取組  

0福祉人材ハローワーク（仮称）の創設など、人材確保支援の強化  

○介護従事者の処遇改善により、介謹従事者の士気の向上、ひいては介護の質の向   

上を促すために、各芋蔓所における介護従事者の労働条件や給与水準、教育訓疎   

など、介護従事者の処遇に関する情報の積極的な公表を推進（基本的にすべての   

事業者が公表することを目指す）  

○ハローワークにおける公表情報の穫極的な活用の鹿進  

（2）介汗従事者が誇りとやりがいをもって働くことができる環境の整備  

○介護従事者の処遇改善に資するための介護報酬の設定  
○効率的な事業経営を行うために参考となる経営モデルの作成・提示  
○事業所における介護従事者のワーク・ライフ・バランスヘの配慮の促進  
○介護従事者の専門性向上などの雄続教育の充実を目的とした、社会人大学・大学   

院での学習機会の拡大、介護従事者の能力開発等を行う事業者への支援  

○介護の質の評価、ひいては介頭従事者の技能の評価に資するようなアウトカム指   

頓のあり方についての検討  
○長期間勤務を推進するための、資格や経験等に応じたキャリアアップの仕組みの   

構築、介覆従事者のキャリア・サポートの充実  

O「介琵の日」や国民の積極的な介護体験、介護現場からの積極的な情報発信を通   

じた、介護職の役割や魅力に対する国民の認識・理解の深化、介護従事者が誇り   

とやりがいをもって働けるような社会的意識の醸成  
OEPAにより入国した外国人介護従事者への適切な処遇  

○介護従事者の負担軽減や介護の実の向上に資するような介護ロボットや福祉用具   
等の研究開発の推進  

（3）介護従事者の確保・育成・－斬㌻さカ醐め二一ス＜柑  

介護福祉士などの専門職を育成する養成校   ○奨学金制度の拡充など、社会福祉士、  

を志望する学生への支援 ○潜在的介珪福祉士等の掘り起こし、現場復帰に向けた再研修の実施  

－，．  
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後、さらに妊産婦死亡率を改善するためには、早急に阻連診療科（脳神琴外科、心臓血  

管外科、麻酔科、救急科等）との連携など具体的な対策を立てることが必要である．   

周産期救急居療体制はこれまで医療機関相互の連携を中心に整備されてきた。また、  

母体救急疾患は母体と胎児・新生児の診療を同時に行う．という特殊性があり、周産期医  

療体欄は従来から一般の救急医磨とは別に構築されてきた経緯がある．すなわち、平成  

8年度から予算化された周藍鵜匠療対策事業により、秘道府県が設粧し現場濁係青も参  

加する周産期医療協鍍金で総合的に計画され、産科と新生児の医療を中心とした総合周  

産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センター（以下、「周産期母子医療セン  

ターJという。）の整備が各都道府県において進められてきた．それによって構築され  

てきた医療体愚を維持・発展させることは今後も継放しなければならない。一方、周産  

期母子医療センターの中には、一般救急及び関連診療科（脳神経外科、心臓血管外科、  

麻酔科等） 
婦の救急患者に対応できない施設が存在する．また、産科救急息者の受け入れにはNI  

CUの充実が必要であるが、近年、NICUの不足と新生児専門医の不足、抱当スタッ  

フの労働条件の悪化訊こより受入能力の低下が顕著になっている．妊婦の救急点者搬送  

体制の改善にあたっては、これらの問題も踏まえて検討ナる必要がある。   

本態険会では、前述した東京都の事例を検正し、抽出された間翳点を整理した上で、  

今後の日本における周産期医療と救急医寮の確保と連携のあり方、及び課題解決のため  

に必要な対備について検討した．関連領域の専門家と市民代表の委員が癒儀音量ね、さ  

らに参考人として有隠者を招請して広範な視点からの意見を加え、今般、以下の提雷を  

取りまとめたのでここに報告する．  

平成21年3月4日  

周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会 報告書  

一周産期救急医療における「安心」と r安全」の確保に向けて一  

策1 はじめに   

救急医療は直接患者の生死に関わる医療で、我が国のナペての地域において万全の捷  

供体制を整える必要がある。しかし現状は、平成20年10月に東：京都で起きた羊例等  

にもみられるょうに、解決すべき様々な間焙を抱えており、国民が共に安心できる救急  

医疾体制の整備を行うことはまさに緊急の課題と首える。   

中でも、周産抑救急医療は少子化対策の観点からもその体制整備が急がれており、国  

民が安心して出産に臨める医療顔痍の実現に向けて効果的な施策の実行が求められて  
いる。周産期救急医殊には母体・胎児の救急医療と新生児の救急医療があり、それぞれ  

の特徴を明確に認識しつつ体制整備の検討を行うことが必要である．   

日本の新生児死亡率はナでに1980年代から国際的に最もすぐれた成績に到達し  

ている（「人口動態統計」厚生労働省）。この成果は長年に亘る地域における新生児集  

中治療管理層（以下、「NICUJという。）の整備と∴母体搬送・新生児搬送という  

施設間連携医療体制の普及によって得られたものである．中でも、低出生体壬児をはじ  

めとするハイリスク新生児の出生数が急速に増加（10年前の約1．5借に増加こ厚生  

労働科学研究）している近年の悪条件にも関わらず新生児死亡率を低下させ続けている  

のは、我が国の新生児医療の力によるものであると首える。しかしながら、同時に、こ  
のハイリスク新生児の増加による新生児医撰提供体制の不備も明らかとなってきた．現  

実に1年間に約4万人の疾病新生児・低出生体重児が新生児集中治療を必要とする専の  

需要の増大に対する対策が必要になっている。   

一方、妊産婦死亡率（出産10万対）も晩後劇的に改善した．1955年に161・  

7であったものが2007年には3．1にまで低下し、日本は現在国際的にも妊産婦死  

亡率の最も低い国の一つに数えられている．特に、施設分娩の普及や輸血体制の整備及  

び周産期医療対策事業の推進等の成果として、通常の産科疾患による死亡は著しく減少  

している（「人口動態統計」厚生労働省）．その結果、一方で、元来頻度の低い脳血管  

疾患など、産科だけでは対応困難な間接原因による母体死亡が顕在化してきており、今  

1  

第2 現状の間粗点  

1 周産期救急医環を担うスタッフの不足  

（1）産科医不足   

東京都東都の事例で母体灘送が遅延した原周のひとつとして、当初受入要謂のあった  

総合周産期母子医療センターの産科当直体制が完備していなかったことが挙げられる。  

この背景に、産婦人科の医師数が全体として波少している中で、勤務が特に過酷な産科  

2  
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（5）分娩を取り扱う助産師の不足   

地域においては、合併症のない妊産婦及び新生児のケアを担う助産師が不足している．   

また、院内助産所1助産師外来の甘及やハイリスク妊娠・出産の増加とともに、由産   

師の保健指導等への関与がこれまで以上に必要となっている．  

（6）新生兜医療を担う看護師の不足   

新生児医療現傷吐常時3床当たり1名の看硬師配置が求められるNICUと、常時8  

床当たり1名の看絆師配贋が求められるGCU（NICUに併設された回復期病室）か  

ら構成きれている．新生児医療ニーズに比してNICUの絶対数が不足している地域で  

は、NICUは恒欄的に満床の状似こあり、NICUへの新規入院息児が出ると，NI  

CUで管理している児をGCUに移して対応している実情がある．このためGCUにお  

いてもNICUと同等の高い看護レベルと看護師配tが求められるが、それに対応でき  

る看護瞬員が不足している。一方で、NICUに空床がある場合でも、看護職員の配置  

ができすに縮小して運営している施設も存在する．  

2 月産期医療撞朋の機能と相互連携の問樋   

周産期母子医療センターは′、イリスク息者を多く取り扱うべく整備されてきたが、地  

域のニーズ増大に対して、妊産婦救急症例及び低出生体重児、疾病新生児の受入能力が  

不足している。この患者受入能力の不足は、医凍スタッフの不足と受入可能病床の不足  

が主な原因である．附こNICUは恒常的に満床かモれに近い状態にあり、これが周産  

期救急患者の受け入れを困難にしてい 
周産顛母子医読センターにおける空l未確保の困難に拍車をかけていろ要因として、周  

産期母子医鱒センター以外の施設でも対応可能な軽症例が周産期母子医療センターに  
搬送される傾向が強まっていることが挙げられる。これには、医師不足等により周産期  

母子医療センター以外の地域の中核病院の楓能が低下していることに加えて、医療機関  

が末受診妊婦などの医学的・社会的ハイリスク妊婦の受け入れを躊躇する傾向や、結果  

責任を問われることへの不安及び患者の大病院志向が関与している。   

さらに、分娩椒の急激な減少に上り、地域によっては周産期母子医療センターに正  

常分娩が集中し、それがハイリスク息者のための空床確保を困難にしている．また、N  

ICUが清床となる理由には、低出生体王児の出生増加に上って、NICU需要が拡大  

していること、また、NICU過重後の王症児に対ナる支援体側が十分でないことなど  

4   

（周産期医療）に従事せず婦人科に専従する医師、あるいは出産や育児を機に榊又は  

休職せざるを得ない女性医師の割合が増えている実情がある。早急な対策を隋じなけれ  

ば、今後、現場の産科医不足が更に悪化する可能性がある。  

（2）新生児医療担当医不足   

新生児医療は急速に発達してきたが、その医療を担当する医師ほ絶対的に不足し、そ  

れが最適の周産期医療体制を構築するための障壁となっている．NICUは独立して当  

直体制または交代勤務体制を維持する必要があるが、十分な人数の新生児医療穏当医を  

確保できていない施設が少なからず存在する．また、新生児科は標樗科として認められ  

ておらす、新生児医寧の専門医凛成を行う群座を有する大学医学部も数えるほどしかな  

い。これまで新生児医療は小児科の一領域として発展してきたが、高度医療である新生  

児医療に対する需要がホまる中で、専門的に担当する医師を養成し、医療現動こ供給す  

る体制整備が必要である。  

（3）麻酔科医不足   

手術麻酔における麻酔科医の重要度がホまっているにもかかわらず、現在、麻酔科医  

は絶対的に不足している．周産期医凛分野でも、麻酔科医不足lま渓刻で、帝王切開術の  

麻酔を産科匿が施行することも少なくない．附こ、予定手術よりも母児のリスクが布い  

緊急帝王切開術が多く実施される周産期母子医療センターにおいては、麻酔科医の確保  

が強く求められているが、現状では十分に対応できていない．  

（4）救急医療を担う医師の不足   

救急科専門医は、三次救急医療施設である救命救急センターとごく一部の二次救急医  

療施掛こ勤務しているものの、その絶対数は少なく、全国の二次救急医療施設のほとん  

どが寧門医を確保できていない。我が国の救急診療の多くは、急性心筋梗塞、脳血管障  

害及び外傷など急性傷病ゐ撞頸に応じ、各診療科医師が一般診療との兼掛こよって担わ  

れているのが実態である。しかし、その各診療科医師遼も過壬労働、救急医療の高度化  

および医療訴訟に対する危惧から救急診療を敬遠ナる便向にある．この結果、救急医療  

を担う医師の絶対数が不足している。   
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から、NICUから退室できずに長期入院を続けている重症児が存在することなどもあ  

る。   

一方、医療スタッフの不足は、必要な当直医軒数の確保などを試掛こし、当直医が一  

人の患者の診療に当たっていれば、新たな救急患者が受け入れられない状況も生じてい  

る。   

これらのことが重なって、多くの地域で周産期母子医療センターがその機能を十分に  

果たせない実情がある。総合周産期母子医療センターが一施設のみの地域においてIi、  

当該センターがかろうじてその機能を果たしている場合も多いが、総合周産期母子医療  

センターが複数存在する大都市でlま、多数の患者を複数の総合周産期母子医療センター  

で分担して受け入れる体制をとる必要があり、そのために結果として搬送先の選定に時  

間を要する事例が発生している。また、ベッド不足や人員不足には地域間格差が存在し、  

地域内での患者受入能力が不十分な地域では隣接県の施設に依存せざるを得ない状況  
も存在する。特に、首都婿では県境を越えての搬送が常態化しており、より広域の連携  

の必要性も生じている．  

3 周産期救急医療と一般救急医療の連携の問題   

周産期医凍体鰍ユー般産科救急医療と胎児・新生児救急医療の範囲では、ほぼ自己完  

結的に対応することが可能で、特に新生児に関するネットワークは比較的順調に運用さ  

れてきた．一方、母体救命救急においてIi、一般救急医療及びその関連診療分野との連  

携が受入体制の確保のため極めて重要であるが、現状は十分な体制が確保されていると  

はいえない．周産期母子医療センター等に母体救命救急に対応可能な体制が併腰されて  

いる施設でも、施設内での適切な連携体制が放られていない場合がある。また、同一施  

設に一般産科救急と新生児救急のいずれかが存在せず、施設間連携が必要な地域におい  

ても、その連携体制が十分整備されていないところが存在する。   

周産期救急患者に適切に対応するためには、初期、二次周産期医療機附こおいて、個  

別症例ごとに、通常の周産期医療体制によって対応ナるか、母体救命救急症例として対  

応するかを判断する必要があるが、その判断基準について地域の医療機関と消防機関と  

の問でコンセンサスが形成されていない。  

4 情報システムの間者   

周産斯救急情報システムは、情報の更新を各医療機8引こ依存しているため、常にリア  

ルタイム情報が提示されているとは限らす、緊急時に必ずしも有用でない場合がある。  

また、情報のセンター化が遅れている地域や情報の迅速席用ができていない地域も存在  

する．さらに、情報システムが都道府県ごとに別個に運営されているため、閲覧できる  

受入可能な医療拙関の情報が県内に限られてしまい、県内の医療機関の受入推力が不足  

している地域では、搬送先の選定に困難を生じる場合がある。   

また、原産期医療体制杵築の逢緯が既述の背景を持つことから、半数以上の都道府県  

で一般救急のための救急医療情報システムと周産期救急情報システムがそれぞれ独立  
して運用されている。そのような地域では、母児両方に適切な医療を提供できる受入医  

療機関の選定を円滑に行えない場合がある。  

5 妊産婦死亡の実態が不明   

妊産婦死亡は、死亡診断書の記載時に、死亡と妊娠が関係づけられない場合には、統  

計上把握できない。間接死亡等の症例を含めれば、我が国の妊産婦死亡率は死亡診断書  

から推定される数値よ 

究）。妊産婦死亡に関するデータを、標準的診療の設定、医療体制の改善及び疾病予防  

に正しくフィードバックできるように、死亡診断書の記載内容のあり方を見直し、正確  

な妊産婦死亡の実態を把握する必要がある。  

6 社会的ハイリスク妊婦の実情が不明   

妊娠中に産科医療機関を受診していない患者は、妊娠に関する基本情報がない。妊婦  

健診未受診の背景に社会的経済的ハイリスク要因が指摘されているが、合併症を有する  

頻度が高く医学的にもハイリスクである。このため、未受診妊婦を含めた社会的ハイリ  

スク要田を明らかにし、必要な対策を滞ずる必要がある．  

東3 基本的な方針（検討における大前提） 

具体的な検討を行うに際し、議給の方向性を集約化するため、以下のような方針を大  

前提とした。  

6  
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急医療においても同様であり医廉機関の管理者は、産婦人科、小児科（新生児）、麻酔  

科、救急医療に関連する診療科及び救命救急センター等が協働して診療できる体制の構  

築に努める必要がある。   

一方、医療従事者は、医療に関わる様々な問題について自らもその原因を抽出すると  

ともに、置及び地方自治体に対して情報を発信し解決を目指した提言を行うべきである。  

また、救急医痍では各診療科に関わる医学的知和と診療行為が必要であり、周産期に生  

じる急性病態についても、各診療科が協力してデータを集積、分析し、研究を進めてい  

く必要がある。  

4 国民、地域住民の協力   

より良い医療体制を保持するためには、地域住民の理解と協力が不可欠であり、患者  

側からの視点による閉居点の指摘や要望の発信を行うなど、周産期医療、救急医廉の体  

制向上への国民の積極的な関与が期待される。  

1 臨の責務   

少子化社会にあって、妊産婦・胎児・新生児を対魚とする周産期医療が明日の日本社  

会を構築する基盤であるという認識のもと、政府として万全の体制を整備していくとい  

う意思を表明し、この領域における医療の「安全」と子を産み育てることへの国民の「安  

心」と r希望」の確保を最優先することを国の実務とする。   

周産期医療は、複雑な医療提供体制の中の一部であり、周産期医療のみを視野に入れ  

た全国画一的な対応では問題の解決が困難であることを自覚し、医最終供体制全体を捉  
えた上で、机上の空論に陥らず、現状を十分に踏まえた解決方法を模索しなければなら  

ない。   

医療捷供体制は、都道府県が★任を持って構築すべきものであるが、国は日本全体を  

見据えた方向性を示ナ責務がある。   

国は、厳しい財政状況ではあるが∴財源確眉に努めつつ、医療現場に過度の負担がか  

かることのないよう、必要な財凌支援や診療報酬上の措置等の対策を検討すべきである。  

2 地域の役割   

医療提供体制は地域ごとにそれぞれ異なった特性を有しており、国としての総括的な  

対応に加え、それぞれの地域においてその特性を踏まえた効果的な対策を請じなければ  

ならない．地方自治体や地域の医療コミュニティが動かなければ、問題は解決しないこ  

とを念頭に置くべきである。   

特に地方自治体は周産期救急医疾体制が抱えている問題を正しく取持し、各種政策談  

屠の中でその間題角草決の優先度を適切に決定する責任がある。   

地方自治体は、地域における医療コミュニティとの連携を密にし、上記課題に対する  

対策を検討する必要がある．その際、社会的ハイリスク妊婦の肘掛こついても併せて検  

討する必要がある。  

3 医療現場の役割   

医療機関の管理者は、周産期医療と救急医療の諸問題の重大さを認識し、その解決に  

向けて努力しなければならない。   

医療機軌こおいては、医療の高度化と専門化により診療科別あるいは臓器別の医療に  

放れがちであるが、救急医療では多くの診療科の連携が不可欠である。これは周産期救  

7   

薫4 席産期救急医療体制についての提言   

上記前提を踏まえつつ、周産期救急患者（妊産婦救急及び胎児・新生児救急〉の受け  

入れが迅速かつ円滑に行われる体制を構築し、それらの体制を国民に対して広くわかり  

やすく提示し、もって国民の安心と安全を確保するため、本懇談会は園に対し以下の体  

制整備の推進を提言する．  

1 現状の把塩及び情報公開   

地域における搬送事例等の分析を隠密に行い現状把握に努める。それらの情報把握の  

あり方等については、地方自治体及び総務省消防庁とも連携し、その詳細を早急に検討  

する。なお、現に国が保有する各種統計調査のデータ等についても、積極的な活用のあ  

り方を検討する。  

2 関係者間の連携   

厚生労働卿1．月1  

日に 救急・周産期医療等対質室を設置 に努める．併せて、総務省消防庁との連携に  

8   
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ついても、継続的な協力体制を確保ナる．また、都道府県も同様に担当部門間の連携儲  

制の確保に努める。   

医療現場においても、救急医療部門と周産期医療部門脚紋急及び胎児・新生児  

救急）及びその関係部門（脳神経外札心臓血管外科、麻酔科等）の連携を推進する．  

なお、これについては、日本産科婦人科学会・日本救急医学会による「地域母体救命救  

急体制整備のたぬの基本的枠組の構築に関する提言」（平成加平11月18日）を参考  

とする．また、都道府県は、上記連携を強化して地域の美什に即した母体救命救急体制  

を整備するため、早急に検討の場を設ける。  

‘救急㈱と後方放との連挽を強化する。これについては、NICUに長期入院  

している児iへの対応に附し、平成19年12月・26日に4局連名通知（医改発第  

12260M号、雇児発第12260掴号、社援発第1Zm号、保発第1㌶8∞1号）が発出  

されたところであるが、その効果を検証するとともに、更なる有効な対策を検討する。   

以上を達成するためには、行政組織や院療機闇におけるⅦ削り”を舷消する必要が  

ある．  

3 医棚のあり方と救急患者の搬送体制  

（1）医棚の機能のあり方   

曹殊に既述した上うに、産科領域以外の急性期疾患を合併する妊産婦の診療という点  

では、これまで十分な体制整備がなされてこなかったことから、今後は、現在の同産期  

医療機能を損なうことなく、産科領域以外の急性期疾患を合併する妊産婦にも最善の医  

療が提供できるよう、周産期直療対策事業の見直とを行う。   

また、以上の内容を考慮し、地域のニーズに沿うよう幅を持たせつつ、中長期的視点  

蛙たって周産期母子医療センターの指定基準を見直す。なお、各周産期母子医療センタ  

ーは、現状で提供可能な診療機能を明示し、病態に応じた搬送先週定の迅速化に役立て   

る．  

（周産期母子医療センターの分析例）  

・総合周産期母子医療センター（母体・胎児t新生児型）［MN型総合周産期センタ   

ー〕   
産科・MFTCU・小児科（新生児）・NICU（小児外科・小児心臓外科）   

救命救急センター・麻酔科・脳神経外科・心臓外科等  

9  

・総合周産期母子医療センター（胎児・新生児型）【N型総合周産期センター〕   

産科・MFICU・／ト児科（新生児）・NICU（小児外科・小児心臓外科）・麻   

酔科   

／  

・地域周産期母子医療センター（母体型）［M型地域周産期センター］   

産科・小児科（新生児）・救命救急センター・麻酔科・脳神経外科・心踏外科等  

・地域新生児搬送センター［N型地域周産期センター］   

小児科（新生児）・関連診療科（地域における新生児搬送及びそのコントロール機能  

・を有する）  

上記の構想に沿って体制整備の詳細を検討する．その際、既存の周産淵医療提供体制  

に支障を来すことのないょう配慮しつつ、地域のニーズや症例数に見合った施設の配正  

を検討する。   

なお、特に需要の多い都市部では、産科、小児科（新生児）、麻酔科、救急僅虜の関  

連診療科（脳神経外科、循環器内科、心膿外科など）を有し、救命救急センターを併設  

し、必要な設備及び人員を捕えた適正な規模の医療機関の整備を進める。この場合、2  

4時間患者を受け入れる体制のため空床確保などが必要であるが、病院の運営上ほ不採  

算となることが予想される．それに対し、また、医兼職関が積極的に救急患者の受け入  

れを行うためにも、当該医療機関に経済的負担が掛からないような支援策を検討する。  

また、都道府欄月、周産期母子医療センターわ整備を進める際、地理的不均衡や機儲的  

問題が生じないよう適切に配置する。  

（2）救急医家・周産期医療に対ナる財政支倭とドクターフィー   

妊産婦の積極的な受け入れを推進するため、ノ周産期母子医療センターに対して、凰  

産期医療に蘭する診療妾紆を宅：観的に評価寸‾る規みの検討が必要である．   

医師に対しては、産科医・新生児医療担当医だけでなく、麻酔科、救急科、脳神経  

外科、循環器内科等、関連診療科医師の周東期医療に関わる活動、救命救急センター  

における医師の活動、また、他医療職朋に出向いての広縁診療や新生児の迎え搬送専  
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に対しドクターフィーのあり方を嶺倒する。また、人員確保が困難な周産抑医療に換 わる助産師、看護師等に対する適正な評価も検討する．   
（3）地附こおけるネットワーク   

周産期救急医療の提供体制整備のためには、地域に根ざしたネットワークを構築する  
ことが重要であり、この地域ネットワークの構築には、周産期医療に関わるナべての医  

療機関及び医療従事者、保健福祉施設及び担当者、地域の除腱医療行攻の担当者及び地  

域住民の協力が必要である．  

① 初期対応と初期救急  
・都道府県及び市町村は、それぞれの地域において∴診ま所・助産所を含む初蘭・   

二次の産婦人科医療機関に上る救急愚老の初期対応と受入状況を把握ナる．  

・初期対応・受入能力の低下している地域においては、二次医療酬は初期医療機  

関の賂力を得て休日別の診療体制を強化し、必要に応じて輪番制の鮒等を推進   

ナる．この場合、産科初期救急患者の多くを占める妊娠初期の異常は産科医療と婦  

人科医腐に区別ナることが困難であることから、妊娠初期に症状を訴える息者に対  

しては、その鑑別にこだわらず、周藍期初期救急として適切に対応する必要があろ．  

・初期対応のための周最期医療ネットワークについては、地域の需要や患者の利便  

性も考慮した体制を確保ナる。  

・他の珍寮分野の救急居療体制との連続を図り、産科以外の合併症疾患等への対応  

も円滑に行われる体制とナる。  

② 高次医醐の披能の強化と就縛  
・榔県は、地域内のハイリスク妊産婦の管理・綿が適切に行われるょうに、   

周産期母子医療センターの人見及地膚の強化を図る．  

・都道府県及び地域の医療関係者は、救急息者に関わる医療情報システムを整傭し、   

初期・二次及び三次の産科医棚の同で、各医療機関の診療機能や受入状況等の   

情報の共有化を進めるとともに、その仰の有効活用を促進する。  

・初期・二次の産科医療欄相即土、軽症及び中等症？患者への救急対応に関する相応   

の役割を分担し、総合周産期母子医療センターのi症救急患者の受入能力の確保に   

協力ナる．  

・総合周産期母子医療センターが受け入れた妊産婦及び新生児を、状態が改善した   

時に棚酎引こ鮮する体制（戻り船）か促進する．   

国及び私道府県は、上記の体紺整傭に対して必要な支援策を検討する．  

12  

医療機関に対しては、救命救急センター及び二次救急医療機関での関連診療科にお   

ける妊産婦受入を推進するため、支援策を積立ナる．皇た、掠少が挽く初期・二次産  

科医療機朋の周産期医療からの撤退を防ぐために、出藍童児一時金の引き上げ等の措   

止血  
上記の支援熟こついては、診療実績等の客観的な評価に基づき講じられるべきであ   

る。  

（診療実績の評価項目の例）  

○母体について   
・ハイリスク妊娠・分娩取扱数   

・母体搬送の受入実績   
・母体救命救急症例受入実績  

0胎児・新生児について（新生児領域）  

1000g未湘児の取扱数  

1500一束清児の取扱数   

母体搬送の受入実績   
・新生児の受入実積   
・新生児搬送（迎え搬送、三角搬送、戻り搬送X）の実績   

・新生児外科手術件数  

＃ 迎え搬送：受入医療搬関の医師が救急暮等で依頼元匿浪漫関へ行き、新生児と何果して自らの医療機  

関に搬送ナること  
三角搬送：用i期母子医療センター専の匿師が救急■等で依頼元匿畑幽へ行き、新生児と間乗して  

他の受入医療機関に搬送ナること  
罵り搬送：状態が故事した妊産婦又は新生児を受入匿桝開から搬送元度療機関等に搬送ナること  

なお、医師が必要に応じて、複数の医療機射で医療行為を行うことができ、かつ、そ  

の活動が適切に評価される砺を整備するため、公捌lである医師の舶用を  

周知するとともに、その支援策を検討する．  
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また、患者ニーズと地域の医療・福祉サービス等の支援の詳細を熟知しており、退院  

を支援する担当者（NT CU入院児支援コーディネーター）を、総合周産期母子医療セ  

ンター等が配置することを支援する。  

（∋ 人的リソースの維持・・拡充   

医療現場において医療関係者は現在きわめて過酷な条件下での勤務を余儀なくされ  

ている．この過酷な勤務の現状を放置したままで高度な医療対応のみを求めれば、医療  

関係者はさらに疲弊し、現場から敲脱することが懸念される。それにより、医師不足、  

助産師不足、看護節不足や、初期分娩施設の減少が一層進み、既存の岡定期医療隆鉄体  

制の維持自体が困難になることは明らかで、人的リソースの維持・拡充はまさに喫緊の  

課題である。このため、諸外国の事例も参考にしつつ、以下に掲げる方策について検討  

し、そのための支援策を検討する。  

・医師の確保   
周産期救急医庶に従事する医師がやりがいを感じつつ勤務を兼摂できることが妊   
婦と新生児の生命を守ることに直威しているとの認識を持たなければならない。   

産婦人科医に限らず、新生l眼疾担当医、麻酔科医、救急医などの実際に診療を行   

う医師を含め、時間外勤務、時間外の救急呼び出し対応（オンコール対応）等につい   

て、十分な実態把握調億を行い、適切に処遇するための医師の手当等に対する支毒穿策   

皇捻証する。   

一方、医師確保のためには、当直翌日の岬制等   

による勤翫臼葱の改善を舶的に推進することが棲めて重要である．そのためには、   

各医療機屈が設定する定員数の増加が不可欠で、例えば、24時間集中治採を提供し   

ているNicuでは、新生児医療担当医の定員を7名以上とすることが必要である。   

麻酔科医にづいても機能に応じて各匠納関において必要な人員を定点化する必要   
がある。   

また、新たに革科医や新生児担当医を目指す若手医師に対する支援、新生児科の標   

探や専門医の長生を認めること等が必要である．国及び軌道府県は、大学や学会零が   

行う医師養成・確保事業への支援など、周産期医療を支える医師の確保・育成に取り   

組む必要がある。  

14  

（4）医療機関等におけるリソースの維持・増強  

（D NICUの確保   

周産期母子医療センターにおける搬送患者受入国嬉の主因がNICUの満床にある  

ことから、その解消を図ることが重要である。   

低出生体重児の増加及び長期医療を必要とする新生児の増加等によって、近年NIC  

Uが著しく不足していることを認識し、平成6年度の厚生科学研究においで提示された  

N！CU必質病床数、出生1万人対20床を見直す必要がある。   

・都道府県は、出生1万人対碑こ応  

じたN＝＝Uの整備を進める。N r CUの規模について－i、現状の人的資源、  

勤務者の労働条件、患者の利便性等を考慮して最適化を図り、設置にあたって  

は闇雲に分散させることは避ける。   

・増床したNICUの適正運用のため、新生児医療を担う医師及び着頭師の確保  

に努め、その対策として、例えば、新生児科の標探や専門医の広告を認めるこ  

とや、専門看護師や㍑走者語師の取得を推進する。  

② 後方病床拡充とNICUに長期入院している重症児に対する支援体制の充実   

重度の呼吸障害等のため家庭に戻れずNICUに長期入院して．いる重症児に対し、一  

人ひとりの児童にふさわしい療育・療養洗境を確保ナるため、地域の実情に応じ、GC  

U、重症児に対応できる一般小児病床、重症心身障害児施設等の後方病床を整備するこ  

とが必要である。人員、設備ともに不十分な状況にある後方病床を盤備し、NICUに  

入院している児童にとってふさわしい療育・療養環境への移行を促すことにより、NI  

CUの有効利用を可能とする。   

このため、GCUや卿化や地  

域の実†削こ応じて重症心身障害児蝿墨筆の後方病床の塵備の支援を進める必要がある。   

加えて、退院した重症児が安心して在宅凍養できるよう、地域における一時預かりサ  

ービスの充実や訪問着髄ステーションの活用促進に向け、その整備への支援を進める。  

併せて、緊急入院に対応できる病床の確保やレス／くイトケアのために、例えば一般小児  

科病床の活用なども重要であり、独立行政法人国立病院機構をはじめとして全国の施設  

において塵塾岬こ対する支援や；求められる。  
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・助産師の確保   
診療所等に勤務ナる助産師の確保や地域で妊産婦の保健指導を行う要員等として   
の助産師の確保が必要である．また、病院においては助産師による妊婦庫康診査（助  

産師外来）や、チーム医療としての院内助産所を推進する必要がある。このためには、  

地域における助産師の確保や助産師の養成を推進するとともに、教育を充実させ助産   

師の資質の向上を図る必要がある。   

約2万6千人いる潜在助産師の発振や他科に勤務する助産師を産科に呼び戻すこ   

と、また、助産師が充足している施設から不足している施設への出向を推進する体制   

を構築することなども確保策の一つである、  

・看護師の確保   
周産期医療に携わる看護師、特にNICUの看使節の不足を緩和するため、看護師  

が専門性を高め安全に看訊こ当たるための研修・教育の機会を確保することも重要で   

ある．掛こNICUに関係する認定者憧師等の専門性の高い看硬簡の養成や訪問者漁  

師の重症心身障害児等に対する看護研修の強化が必要である。  

・女性医師の勤務継続支壌   
稚職防止及び産休・育休後の復職支援のため、院内保育所や病児・病後児保育の整  

備を促進するとともに、現存ナる種々の保育サービスの利用を支援ナる必要がある。  

また、短時間正規雇用や交代勤務制の導入等を進め、女性医師が蹄鉄して勤務できる  

環境を整備する．  

・救急隊員のスキルアップ   

妊産経や新生児の搬送に関わる救急隊長のスキルアップのため、メディカルコント   

ロール体制の下で、救急儒員と医療関係者の連携を強化する．地域メディカルコント  

ロール体制を通じた救急隊長の訓練・教育に、周産期関係者が積極的に参加すること  

が求められる。  

・医師革義作美補助者の配置   
医師・助産師・看護師等が、それぞれの業務に専念できるよう、医師事溺作業補助  

者を必要稚狂する．   

4 救急患者搬送体制の整備  

（1）母体搬送体制   

母体搬送に上L妊産婦救急のための搬送と胎児及び出生後の新生児の治療のための搬  

送がある。特に母体救命救急に対しては、病態に応じた搬送体制の整備が急がれ、以下  

の対応が求められる．   

・専門家が医学的見地から十分に検討した上で、及鼻息者の病塵引こ応じた搬送基  

準を作成する。同時に施設間転送と蜘こよる直接搬送それぞれについての  

手順を定める。   

・周産期母子医療センターは、上記の基準に照らして救急患者の病低に応じた菅  

入基準を作盛するとともに、対応可能な病態を公表する。   

・周産期母子医療センターは、自院の体制を踏まえ、救急患者の受入れが円滑に  

できるよう関連診療科と綿密に協議し、連携を図る．   

・脳神経外科等の閲落診凍科を有しない周産期母子医療センターについては、近  

隣の救命救急センター等といつでも連携できる体制を整える．   

・都道府県は、周産期医療協議会、救急医療対策協濠会やメディカルコントロー  

ル協議会といった医療関係者や消防関係者が集まる協蔽会等を活用し、周産期  

に関連する救急患者の受入先の選定、1閃整及び情報提供のあり方専を検討する。  

消防機関の搬送と病院前救護の質向上のためには、メディカルコントロール体  

制の確保が重要であり、メディカルコントロール協蕗会に周産期医療関係者も  

参画するなど、メディカルコントロ、一′レ協法会においては周産期医療との連携  

に十分配慮する．   

・都道府県は、救急患者の搬送及び受入基準の運用にあたり、必要に応じて、重  

症患者に対応する医療機関を定める奪．蜘妓の妾情に応じた受入の迅速化、円  

滑化の方策を検討し、実施す互とともに、そのために必要な医棚に訂する  

支援策を行う．  

（2〉新生児搬送体制   

NICUのない施設や自宅で出生に至った低出生体重児などを搬送する新生児搬送  

体制についても整備を強化する。また、新生児の迎え搬送、三角搬送、戻り搬送などを  

担う医師等の活動を適正に評価する．都道府県が主体となって新生児搬送や母体搬送に  
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対応できるドクターカーを償え、併せて運転手、搬送担当医師及び看護師を確保する。  

その場合、ドクターカーの設t施設及び搬送の具体的な逓用等については都道府県の周  

産期圧療協鍍会で検討ナる。  

また、助産所からの緊急事実に対応するために、助産所も利用できるシステム  

が望ましい。   

・空床情搾の入力や転院依頼などの諸業務を担当する医師暮凝儒穣瑚助者の充更  
を図る。また、・戻り搬送を円滑に推進するためには、患者や家族に納得しても  

らえる十分なインフォームド・コンセントが必要で、モれを担当ナる音別見  

等の配置が望まれる。   

・地域によっては、腺境を越えて共有できる情報システムを整備する。   

上記に対し、支援策を検討する．  

（2）搬送コーディネーターの役割   

搬送コーディネーターの地域の中核医療機卿L  
そのた酬搬送コーディネーターの朋と勤務場所は、地域の実情に  

応じて決める．その際、要員の候補として、周産期の実情に詳しい助産節等の活用を考  

慮ナる．   

①搬送先照会・斡旋  
搬送コーディネ」クーは、写4時間体制で医療機関や消防からの依析を受け、ま  

た一般市民からの相放にも応じつつ搬送先の照会斡旋を行う．   

②情報収集  
搬送コーディネーターが医療機関に働きかけ、各原産期母子医療センターの応需  

状況に関する情組を能動的に収集・更新ナる．  

（3）広域搬送体側   

地域の必要性に応じて、  

重盗象ナる．  

急隊との救急搬漢ネットワーーク  

関係する都道府県及び周産期母子医療センター、周匿級数急情報システムの役割につい  

ては周産期医腐対策車葵の見直しの中で、明確にナる。   

広域搬送に際してほ、救急医魚用ヘリコプターや消防防災ヘリコプター等を活用した  

搬送体制を検討ナる。丈に、県境を越えた搬送症例においては、家族の利便性の観点か  

ら、また母親が児に揆ナる緻会を増加させる意味でも戻り搬送の必野性は高く、これに  

対する体制蜘を推進する。  

（4）戻り搬送   

総合周産期母子医療センターが受け入れた妊産婦及び新生児を、状態が改善し搬送元  

医療舶での受入が可能になった時に、船意匠掴等に鮎芙ナる体制（戻り搬送）  

主監塗する。この時、病院及び家族の緋的負担を軽減するための対策等も検討する。  

5 敷息由川根システムの甜  

（1）周産期救急情報システムの改良   

・都道府県は、周産闘救急㈹システムの運用改善及びその充実を図るため、撞  
報センターを投覆（必要に応じて複数県が共同で設置）する。また、搬送先選  

定の迅速化等のため餌整を行う搬送コーディネーターを24時限体制で配置し、  

救急搬送を円滑に進めるために必要な体制整備を行う。  

・医醐の壷床情報や診療体側に関ナる正確な情報が迅速に伝達され、自動的  

にアップデートされ、さらに地域の関係諸機関において広く共有できるよう風  

窓掛緻魚惰粗システムを改良する．そのため、情報通借技術の活用を検討する．   

卿両者の連挽を堆  
逢する。併せて、医師同士の情報交換ができる機能を付加ナることが望ましい。  

17   

第5 地域住民の理解と協力の確保  

1 地域性眉への情報公開  

救急医療は、地域の住民と医療提供者側とが共同で確保するものであり、より良い体  

制を保持するためには、住民の理解と協力が不可欠である。   

国、都道府県、医療機関は、住民のための相談窓口などを設け、積極的に情報の提供  

と交換を行う。例えば、アクセスが容易でわかりやすい携帯サイト等のポータルサイト  

を立ち上げ、情報センターの活用、小児救急電話相談事業（＃8000）などを充実さ  

せて、救急医療機関の情報等について、地域住民に積極的に公開する．  

18   
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なお、鰍すべき情報としては、以下のよう，なものが考えられるが、祥細については  

今後検討を行う。  

（提供項目の例）   

（1）地域の救急医療体制に関する基本情報   

（2）夜間休日の救急点者受入体制   

（3）住民が緊急時に医療機脚こアクセスする方法に関する詳細情報   

（4）緊急時における患者や家族の対処方掛こ関する情報   

（5）各地域の周産期救急医凍体制  

（6）各地域の分娩取故施設・痩婦健診肱の情報   

（7）妊産婦や妊娠可能年齢の女性が留意すべき情報   

（8）新生児・乳児等の育児に関ナる情報  

2 地域住民の啓発活動   

地域の医療機関等を通じて地域住民に対する教育と指導を充実させ、ハイリスク妊娠  

の予防に努めるとともに、住民に妊婦健康診査の必要性について理解を求め、未受診妊  

婦の減少を図る．救急ニーの適正利用、高次医療機関の役割、戻り搬送の必要性等への啓  

発を促し、それらの活動への助産師や保健師の積極的参画を推進する．これには、診療  

所の医師等も協力する．   

緊急時の対処方法等について、地域が行う住民への啓発活動を支援する。   

国及び都道府県は、住民主催の勉強会の開催など地坪日詰引こよる主体的な取り組みを  

芸道し、住民とともに地域の月産期医療を守っていくことが重要である。  

上記のデータに基づき、屠及び都道府県は、必要な対策を請じ、その効果を検征し、  

検吉正結果に基づき更なる改良を加える。   

周産期医療を含む救急医療体制の向上のためには、以上の取り組みを継続し、改良サ  

イクルを形成することが肝要である。  

第7 おわりに   

本懇談会は、事案の重要さ及び緊急性に鑑み、探民が安心して出き引こ臨める周産期医  

療体制を整備すべく短期間で本報告書を取りまとめた．厚生労働省においては、財政支  

援や診療報酬上の措置等を検討ナるなど速やかに必要な対策を施ナことを要絹ナる。   

周産期救急医療体制の整備は、基本的には都道府県が地域の実情を踏史えて行うべき  

であるが、その基本方針は国が策定しなければならない．本報告暮に示した提言は、我  

が国の周産期救鳥原療を向上させるためのグランドデザインである．今後、国は、健や  

か親子21に障う母子保健政餞としての周産期医廉提供体制の一層の強化に努めると  

ともに、周産期救急医療を一般救急医疾対策 の中に位…引こ関する  

基本方針の改正を行い、中長期的視点から取り組むべき対策については、短期間に達成  

できるものではないことから、これを実現するためのロードマップを作成し都道府県等  

に明示することが望まれる。  

第6 対策の効果の検証と改良サイクルの構築   

都道府県は、メディカルコントロール協議会や消防機関等と協力して、搬送先決定ま  
での時間等のデータを収御伽こ公表する。   

また、国は、都道府県と協力して、周産期医療のデータ（妊産婦死亡率、周産期死亡  

率、新生児死亡率、乳幼児死亡率、上妃死亡の各種疾患の内訳、死亡の場所、及びそれ  

らの地域別実績など）を分析し、定期的に公表する．  

19   
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r周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会」検討経練  

第1回 平成20年11月5日   

○周産期医療と救急医疾の現状と級堵について   
○意見交換  

第2回 平成20年11月20日   

○地域の事例等についセヒアリング   

（助産師の取り組み、広島県の取り；阻み、青森県の取り組み）   

○今後の対策について議給  

第3回 平成20年11月25日   

○産科麻酔についてヒアリング   

○今後の対策について激論（短期的対策について）  

第4回 平成20年12月8日   

○重症心身障害児施設についてヒアリング   
○今後の対策について法論（中長期的対策について）  

第5回 平成20年12月18日   

○報告書（案）について  

第6回 平成21年2月3日   

○報告書（案）について   
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別添  

＜主な検討事項の一覧＞   

●既に対応又は対応中の事項  

t 厚生労働省の救急医疫担当と周産期医療担当の連携強化   

・医師の手当や勤務環境の改善等のための財政支援   
・母体搬送コーディネーターの配置への支援   
・出産育児一時金の引き上げ  

●平成20年度末までに検討すべき事項  

■ 周産期母子医療センター等の実態調査   
・周産期医療体制の整備指針（周産期母子医療センターの指定基準を含む）の見  

直し   
・周産期救急情報システムの改良   
■ 公務員である医師の兼業規程の運用について周知  

滅 周産卵母子！喜療センター等の見直しに麒しては、厚生労働科学研究班において、具  

体的な枝討を行う．   

王を検討内容）悶産期母子医療センターの機能の把握、再分類と指定基準、初期・二  

次周産期医精機関を含めた地域ネットワーク、岡直視医療と救急医癒の連  
携、同産期救急患者の病礎に応じた紺送・受入基準、広域搬送、迎え搬送、  
三角搬送、戻り搬送、医師・藍護師の行う新生児緊急搬送、コーディネー  
ター、搬送・受入の迅速化・円滑化の方策、情報公園のあり方等  

●平成21年度以降に検討すべき事項   

・医深計画の基本方針の見直し   
・NICUの整備への支援   

・GCUや一般小児病床等の手厚い育種職員配置など対応能力の強化の方策   

・重症心身障害児施設等の後方病床及び短期入所並びに重症心身障害児が入院で  
きる小児病床の整備への支援   
・孟症心身障害児の在宅療養の支援   
・周産期医療対策車実の見直し   
・原産期救急息者の病態に応じた搬送・受入基準の作成   
・●必要に応じ県境を越えた救急搬送ネットワークの構築   

・搬送元医療機関等に搬送ナる体制（戻り搬送）の促進   

・新生児科の棲梼や専門医の広告の許可   
・周産期母子医疾センターの評価の仕組み   
・地域住民の主体的な取り組みに対する支援   
・救急搬送の実態把握   
・財政支援や診療報酬上の措贋等  
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